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平 成 ２１年 度 事 業 報 告 

自 平成 21 年 4月 1日    

至 平成 22 年 3月31日    

 

 

Ⅰ 事 業 概 要 

平成 21 年度は、第 5次中期 3ヵ年計画（2008

～2010 年度）の中間年度にあたり、重点活動方

針として定めた「鋼構造技術のシンクタンクと

しての活動強化」「最先端技術研究・開発への

取り組み」「鋼構造の長寿命化技術への取組み」

「鋼構造基盤の再構築」を着実に実行した。ま

た、「公益法人制度改革への対応」として(社)

ステンレス構造建築協会と 22 年 4 月 1 日付け

の合併の契約書を締結した。   

財政基盤の強化を図りつつ、会員に対し如何

に充実した情報発信ができるかを念頭におい

て、運営委員会・同幹事会・各事業委員会等の

場で真剣な討議を行ない、現下の厳しい経済情

勢に対応した協会運営を行った。 

以下に平成21年度の事業活動を概括するが、

詳細は別冊「平成 21 年度委員会事業報告書」

を参照されたい。 

 

１）理事会 

 本年度は通常理事会を 3 回開催し、会員に関

わる事項や予算・事業の執行に関わる事項など

の重要事項の審議を行った。 

 

２）運営委員会 

 本年度は運営委員会を 3 回開催し、第 5 次中

期 3ヵ年計画(2008～2010 年度)の中間年度の、

活動について審議を行い、その結果を理事会に

上程、報告した。 

 

３）運営委員会幹事会 

運営委員会の機動的な運営を図るために、同

委員会の補完的役割を担った。本年度は幹事会

を 6 回開催し、各事業委員会等の第 5 次中期 3

ヵ年計画の重点項目の進捗状況を把握するとと

もに、具体的な諸施策の企画・立案・調整・推

進役として活動した。 

４）部会活動 

業態別の 3 つの部会に所属する法人会員と協

会活動に関する相互の意見・情報交換の場とし

て活動を行った。 

①部会の効率的な運営と情報提供 

 ②各部会からの意見具申の実施 

 ③部会間の交流と共通課題の検討 

 

５）（社）ステンレス構造建築協会との合併 

 当協会と社団法人ステンレス構造建築協会は 

公益法人制度の抜本改革に対応し、開かれた 

社会に貢献する公益性の高い協会を構築すべく 

種々の検討を行い合併契約書締結した。 

 

６）技術・標準委員会 

 エンジニアリングの立場から鋼構造関連の調

査・研究を行った。今年度は第 5 次中期 3 ヵ年

計画の中間年度にあたり、設定された重点活動

方針の具体的な検討を行った。 

＜重点項目＞ 

 ｏ委員会組織を見直し 

 ｏ先導的な新規調査研究テーマおよび会員ﾆｰ

ｽﾞに基づく調査研究テーマの探索推進強化 

 ｏ標準化活動の推進強化 

 ｏ協会の横断的組織を活かし、関連団体との

共同研究や受託研究の積極的推進 

 ｏ調査研究活動成果の公表および展開の強化 

 ｏ会員に対する調査研究活動成果の還元強化 

 ｏ長寿命化対応技術関連テーマの創出 

以上の重点項目について下記の要素技術ごとに

整理した「新体制」で検討を行った。 

その他、外郭団体・機関からの受託研究も引

き続き積極的に受入れると共に、そのための働

きかけも行った。 



- 2 - 

活動成果はテクニカルレポート、規準・標準

等にまとめられ、全国各地で講習会を開催した。

また、受託研究・共同研究として次の研究を実

施した。 
具体的なテーマについては協会組織図及び委

員会事業報告書を参照。 
また「鋼構造シンポジウム 2009」エンジニア

リングセッションでは「寿命をどのように考え

るか」と題して、自動車、プラント等の寿命の

考え方について議論するとともにパネルディス

カッションを実施した。 
 

７）学術委員会 

本委員会は、学術的見地から鋼構造研究の活

性化を図るための諸活動を実施した。 

特に個人会員増強キャンペーンを行い、「学生

会員」を新設し増強を図った結果、全国大学の

57 名の大学院生が会員となった。 

 (1)年次研究発表会小委員会 

108 編（昨年 104 編）の掲載論文による「鋼

構造年次論文報告集（17 巻）」を刊行し、年

次論文発表会「鋼構造シンポジウム 2009」

のアカデミーセッションとして開催し、優

秀発表者 17 名の表彰を行った。 

(2)論文集小委員会 

例年通り 4 回の「鋼構造論文集」の刊行

を行い、34 編（昨年 30 編）の論文を掲載し

た。 

   論文集 No1～60 を（独）科学技術振興機

構の論文電子アーカイブへの掲載に着手し

た。また、同論文集 No61 よりは順次 J-STAGE

での電子情報化を実施する予定である。 

(3)学術交流小委員会 

日本鉄鋼協会との共催による「鉄鋼材料

と鋼構造に関するシンポジウム」の実施を

行った。併せて他の学協会との新たな学術

交流についても検討を行った。 

  (4)学術研究助成小委員会 

昨年度に引続き若手研究者への研究助成

を実施した。今年度は土木・建築分野の 31

名の応募があり、選考の結果 8 件（個人会

員 3 名、準会員 3 名、学生会員 2 名）の研

究に対し助成を行った。 

 

８）国際委員会 

海外情報の会員への還元を重点に、本年度は

次の活動を行った。 

(1)日・中・韓鋼構造シンポジウム 

  11 月 5 日〜6日：ソウル 

 その結果を鋼構造シンポジウム2009で報告。 

 (2)日本鉄鋼連盟との共同事業 

・東南アジア鋼構造建設セミナーの開催 

  11 月 26 日  ：ホーチミン 

  11 月 29 日  ：ハノイ 

・海外 PR 誌「Steel Construction Today＆

Tomorrow」の継続刊行（No.27～29） 

 なお、No29 では協会の業績表彰を中心に

日本の先進的な鋼構造技術の実例、論文

紹介および対外活動を紹介した。 

  ・日タイ鉄鋼協力プログラム／鋼構造建設

セミナー（11 月 30～12 月 4 日） 

 

９）広報・普及委員会 

各事業委員会の成果に基づき、以下の活動を

行った。 

(1)講習会・出版物小委員会 

当委員会独自企画を含め、各事業委員会の

17 テーマの講習会を開催し、フィールドス

タディ(現場見学会)、イブニングセミナーを

各 1回開催した。またテクニカルレポート等、

計 14 点の印刷物を刊行した。次年度からは

小委員会は廃止し、広報･普及委員会の機能

として、本年度同様の活動を行う。 

(2)会誌編集小委員会 

 会誌は季刊誌として会誌№72～75 まで 4

冊刊行した。委員会では、会誌の見直しを行

い、会務関連情報の詳細はホームページに移

行することとした。 
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１０）会員委員会 

会員サービス、会員メリットの還元の観点に

立った諸施策検討と新規会員の勧誘等を積極的

に展開した。なお期末の会員数はⅡを参照。 

 

１１）シンポジウム実行委員会 

「鋼構造シンポジウム 2009」を企画し、11 月

19、20 日に開催した。 

本年度の特別講演は、「自動車業界の環境車へ

の取組みと三菱自動車の対応―電気自動車［ｉ

ＭＩＥＶ］の開発―」と題し「環境」をテーマ

に講演を行った。このほか、アカデミーセッシ

ョン、エンジニアリングセッション、「ステンレ

ス鋼の利用技術」、「ナノテクノロジー府省連携

プロジェクト」、「業績表彰式並びに受賞記念講

演」等の例年の講演に加え、関西地区委員から

「鋼構造物における長寿命化･延命化技術の現

状と課題」と題し講演が行われるなど、盛り沢

山の企画となった。更に、日本鉄鋼協会との交

流会（鉄鋼材料と鋼構造に関するシンポジウム）

も併催し、延べ1,200名を超える参加があった。 

次年度からは広報・普及委員会と再統合し、

本年度同様の活動を行う。 

 
１２）表彰選考委員会 

 本年度は、業績賞 2 件、論文賞 3 件の総応募

件数は 14 件で、「鋼構造シンポジウム 2009」で

業績表彰式ならびに受賞記念講演を行った。 

 

１３）関西地区委員会活動 

 特別講演会を 3 回開催し、延べ 262 名の聴講

があった。また、「鋼構造物における長寿命化・

延命化技術の現状と課題」について小委員会活

動を行い、テクニカルレポート No88 を刊行し、

2009 年 11 月の「鋼構造シンポジウム 2009」で

特別講演を行った。 

 

１４）鋼構造技術者育成特別委員会 

本年度は発足準備会を経て、10 月から｢鋼構造

技術者育成のための講習会｣を開始した。建築編

20 コマ、見学会 3ヵ所および土木編 20 コマ、見

学会 2ヶ所を開催し、会員会社 54 社より 309 名

の技術者の参加があり、建築 1,600 人･コマ、土

木 1,091 人･コマの聴講となり、平均出席率は

75％であった。 

また、同講習会ではテーマごとにアンケート

を実施し、次年度開催の参考とした。 

 

１５）「新構造システム建築物」研究開発事業 

平成18～20年度までの3ヵ年の開発成果を取

りまとめ21年7月に成果報告シンポジウムを開

催した。 

今後の普及活動と設計法の整備のために関係

先と協議を行った。 

 

１６）ＪＳＳＣ低層ビルシステム 

当協会は二次設計図書省略の可能な「JSSC 低

層ビルシステム」を構築し、平成 20 年 6 月 2日

付けで、国土交通大臣認定を取得した。   
また、低層ブレース構造に関しても、日本建築

センターでの評定を終え、国土交通大臣認定申

請中である。 

今後は低層ブレース(小屋物)が追加されるこ

とで、建築確認申請業務の円滑化が期待される。 
 

１７）補助事業関連 

 次の補助事業を行った。 

(1)市街地住宅等供給効率化事業 

①建築用薄板鋼材接合の設計・施工・検査

に関する技術開発 

(2)建築基準整備促進補助金事業 

②鉄骨造建築物の基準の整備に資する検討 

  ｏSTKR 材等の補強方法等に係わる調査委

員会 

  ｏ低層ブレース構造に係わる調査 

③特定畜舎等建築物の合理的な構造計算基

準の整備に資する検討 

④接合方法の例示仕様の整備に係る調査 

⑤高さ 31ｍ以下の中層ラーメン構造に係る

調査 
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(3)住宅・建築関連先導技術開発助成事業 

  ⑥鉄骨造建築物の安全性向上に資する新自

動溶接技術の開発 

 

１８）土木鋼構造診断士特別委員会 

当協会では、土木鋼構造物の点検技術を含む

維持管理全般に係る広い知見を有し、土木鋼構

造物に発生する様々な状況に適切に対応できる

技術者を養成することを目的に、平成 17 年度よ

り土木鋼構造診断士・診断士補の資格制度をス

タートした。 
具体的には、「土木鋼構造診断士専門委員会」

が中心になり東京地区と関西地区の 2 箇所で講

習会、試験を行い、各資格者の認定を行った。 
また、今年度から初年度資格認定者の更新講

習会および更新認定を行った。 
＜申込者数＞ 

 講習・試験 

新規申込者 

再受験 

申込者 

合計 

 

診断士 201 100 301 

診断士補 117 46 163 

＜試験結果＞ 

試種種別 受験者数 合格者数 合格率％

診断士 209 47 22.5 

診断士補 149 99 66.4 

＜更新結果＞ 

試種種別 更新対象者 更新合格数 

診断士 93 91【0.98】 

診断士補 45 32【0.71】 

※【 】内は更新率 

 

１９）建築鉄骨品質管理機構 

建築鉄骨製品検査技術者、建築鉄骨超音波検

査技術者、建築高力ボルト接合管理技術者、鉄

骨工事管理責任者の4技術者資格および建築構

造用アンカーボルト製作工場の認定事業を実

施した。このうち建築高力ボルト接合管理技術

者と鉄骨工事管理責任者認定考査においては、

一昨年度、昨年度と引き続き、新規受講者が当

初予想を大幅に上回る結果となった。認定考査

の結果は次表のとおり。 

一方、教育普及事業では、上記資格保有者へ

の継続的な講習の開催方策や、学術研究助成事

業や鋼構造技術者育成事業に対し協力を行っ

た。 

また、鋼材品質証明検討委員会で、既存の「建

築構造用鋼材の新しい品質証明方式」の詳細な

見直しを行い、「建築構造用鋼材の品質証明ガ

イドライン」として発刊した。 
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建築鉄骨品質管理機構認定登録状況 

技術者認定登録状況 
平成 21 年度 

 
技術資格者名称 

平成 21年

4月1日

現在の 

登録者 

更新対象者 認定者※ 

平成 22 年 

4 月 1 日 

現在の 

登録者 

建築鉄骨製品検査技術者 9,262 2,484 2,080 8,858

建築鉄骨超音波検査技術者 3,598 1,243 1,006 3,361

建築高力ボルト接合管理技術者 6,290 841 1,329 6,778

鉄骨工事管理責任者 6,831 2,174 1,999 6,656

総    計 25,981 6,742 6,414 25,653

※平成 2１年度の認定者は更新認定者と新規認定者の合計 

 
工場認定登録状況 
規  格 会社数 工場数 

JSS Ⅱ 13「建築構造用転造ねじアンカーボルト・ナット・座金のセット」 
4 

(21) 

4 

(30) 

JSS Ⅱ 14「建築構造用切削ねじアンカーボルト・ナット・座金のセット」 
3 

(11) 

3 

(14) 

合     計 
7 

(23) 

7 

(44) 

（ ）内は累積数 
 


